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入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和５年６月２２日 

経理責任者 独立行政法人国立病院機構 

大阪刀根山医療センター 院長 奥村 明之進 

 

 

１ 工事概要 

（１）工事名 

独立行政法人国立病院機構大阪刀根山医療センターＣ病棟解体に伴う電気設

備工事 

（２）工事名の仕様等 

入札説明書及び仕様書による。 

（３）工事場所 

大阪府豊中市刀根山５丁目１番１号 

独立行政法人国立病院機構大阪刀根山医療センター敷地内 

（４）工事内容 

Ｃ病棟解体に伴うＣ病棟に供給されている電気設備の調査及び切離し作業等 

（５）工期 

契約締結日から令和５年７月３１日まで 

 

２ 競争参加資格 

（１）独立行政法人国立病院機構契約事務取扱細則（以下、契約細則という。）第

５条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補

助人であっても、契約締結のために必要な同意を得ているものは、同条中、

特別の理由がある場合に該当する。 

（２）契約細則第６条の規定に該当しない者であること。 

（３）厚生労働省から近畿地域における「電気工事」に係る一般競争参加資格の

認定を受けていること。（会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てをした者については

、手続開始の決定後、近畿地域の一般競争参加資格の再認定を受けているこ

と。）または、当院契約審査委員会において参加を認められたものであること

。 

（４）厚生労働省から近畿地域における「電気工事」においていずれかの等級に

属していること。また、（３）の再認定を受けた者にあっては、当該再認定の

際に近畿地域における「電気工事」においていずれかの等級に属しているこ

と。 

（５）競争に参加しようとする者が受託した業務委託契約（本工事件名に類する

ものに限らない）において、令和２年１月１日以降に、契約を解約又は解除

されたことがない者であること。ただし、競争に参加しようとする者に一切

の責任がないにも関わらず、契約を解約又は解除された場合を除く。 
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（６）元請けとして国立病院機構の病院における電気工事の施工実績を有すること

（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに

限る。また、施工実績は施工中のものを除く。）。 

（７）厚生労働省の競争参加資格を証する書類の提出期限の日から開札の時までの

期間に当機構の理事長又は経理責任者から指名停止を受けていないこと。 

（８）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ず 

るものとして、厚生労働省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続し 

ている者でないこと。 

 

３ 入札書の提出場所等 

（１）入札書の提出、契約条項を示す場所、入札説明書の交付及び問い合わせ先 

〒５６０－８５５２ 大阪府豊中市刀根山５丁目１番１号 

独立行政法人国立病院機構 大阪刀根山医療センター 

事務部企画課業務班長 

電話 ０６－６８５３－２００１ 内線７４０５ 

（２）入札書の受領期限 

令和５年７月７日（金）１２時００分 

（３）開札の日時及び場所 

令和５年７月１０日（月）１５時００分 院内会議室２ 

 

４ その他 

（１）契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

（２）入札保証金及び契約保証金 

①入札保証金 免除。 

②契約保証金 免除。 

（３）入札方法 

入札者が提出する入札書は、工事件名に係る直接経費の他、機材、資材、機

械器具、運搬費等、業務委託に要する一切の諸経費を含め、契約金額を見積も

ること。 

第一交渉権者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１

０パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある

時は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって評価するので、入札

者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った金額の１１０分の１００に相当する金額を記載した入札書を提出すること

。 

（４）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求めら

れる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

（５）契約書作成の要否 

 要 

（６）第一交渉権者の決定方法 

有効な入札を行った入札者のうち、契約細則第２１条の規定に基づいて作
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成された予定価格の制限の範囲内で、最低価格を提示したものを第一交渉権

者とする。ただし、第一交渉権者となるべき者の入札価格によっては、その

者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認めら

れるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこと

となるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の

制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札

した者を落札者とすることがある。 

（７）詳細は入札説明書による。 


